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ＳＯＬＡＭＩＬＵ利用規約

【重要】本ソフトウェアをダウンロードする際は、下記の内容を必ずお読みください。

「ＳＯＬＡＭＩＬＵ利用規約」（以下「本規約」といいます。）は、ＳＯＬＡＭＩＬＵ株式

会社（以下「当社」といいます。）が提供する本ソフトウェア（第１条参照）の使用及びビデ

オ会議サービスの利用に適用されます。本ソフトウェア利用者（第１条参照）が本ソフトウ

ェアを使用した場合、本規約に同意し、利用者との間で本規約を内容とする契約（以下「本

契約」といいます。）が成立したものとみなします。

（定義）

第１条 本規約において用いられる用語の意味は、以下に掲げるとおりとします。

   ⑴ 「本ソフトウェア」とは、当社が提供する、ネットワークを可視化するソフトウ

ェアをいいます。

   ⑵ 「本ソフトウェア利用者」とは、本規約に同意のうえ、本ソフトウェアの使用を

開始した法人又は個人事業主をいいます。

   ⑶ 「ビデオ会議サービス利用者」とは、ビデオ会議サービスを利用する法人、団体

又は個人事業主をいいます。

   ⑷ 「有料プラン利用者」とは、当社との間でビデオ会議サービスの有料プランの契

約を締結したビデオ会議サービス利用者をいいます。

   ⑸ 「会議データ」とは、ビデオ会議サービスを通じて送受信される音声、映像、チ

ャット、共有資料、録画データ等を指します。

（本規約の適用）

第２条 本規約は、本ソフトウェアの使用許諾条件及び本ソフトウェアに関する当社と本ソ

フトウェア利用者との間の権利義務関係を定めること並びに当社とビデオ会議サービ

ス利用者の間の権利義務関係を定めることを目的とし、全ての本ソフトウェア利用者

及びビデオ会議サービス利用者に適用されます。

（本ソフトウェアの使用許諾）

第３条 当社は、本ソフトウェア利用者が本規約に同意し、本規約に定める条項を遵守する

ことを条件として、本ソフトウェアをインストールし使用することができる限定的、

非独占的、譲渡不能かつ無償の日本国内における使用権を本ソフトウェア利用者に対

して許諾します。

（本ソフトウェアの権利の帰属）

第４条 本ソフトウェアに関する著作権その他一切の知的財産権は、当社及び当該権利を有

する第三者に帰属するものとします。
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２ 本規約による本ソフトウェア利用者への使用許諾は、利用者に対する権利譲渡を意

味するものではありません。

（本ソフトウェアの使用に必要な情報の収集）

第５条 本ソフトウェア利用者は、当社が本ソフトウェア利用者の端末内及びネットワーク

内における本ソフトウェアの使用に必要な情報を収集することに同意するものとしま

す。

（本ソフトウェア利用環境の準備）

第６条 本ソフトウェアを使用するためには、本ソフトウェア利用者の責任と費用において、

当社が指定するウェブサイトから本ソフトウェア及び本ソフトウェアの使用に必要な

ソフトウェアをダウンロードするためのパソコン又はスマートフォンと、そのインタ

ーネット接続環境をご用意いただく必要があります。

  ２ 本ソフトウェア及び本ソフトウェアの使用に必要なソフトウェアをダウンロードす

るための端末としてスマートフォンを利用する場合、当社が指定するスマートフォン

用アプリを別途ダウンロードいただく必要があります。

（本ソフトウェアのアップデート）

第７条 本ソフトウェア利用者は、本ソフトウェアのアップデートに伴い、本ソフトウェア

の機能が追加、変更又は削除される場合があることに同意するものとします。

  ２ 本ソフトウェア利用者は、アップデートされた本ソフトウェアについても本契約の

各条項が適用されることに同意するものとします。

（本ソフトウェアの保証の否認及び免責）

第８条 本ソフトウェアは本ソフトウェア利用者に対し無償で使用許諾されるため、当社は、

本ソフトウェアが無償のソフトウェアに対して適用される通常の業界基準に従って開

発され使用可能にされていることのみを保証します。

  ２ 本ソフトウェアは現状有姿のまま提供されるものとし、当社は、以下の事項を保証

しません。

   ⑴ 本ソフトウェアにエラー、バグ等が存在しないこと

   ⑵ 本ソフトウェア利用者による本ソフトウェアの使用が中断なく又はエラーを生じ

ずに行われること

   ⑶ 本ソフトウェアが、本ソフトウェア利用者の要求に合致していること

   ⑷ 本ソフトウェアが、本ソフトウェア利用者が使用する機器で動作すること

   ⑸ 本ソフトウェアが第三者の著作権その他の知的財産権を侵害していないこと

３ 当社は、本ソフトウェアの使用により本ソフトウェア利用者及び第三者に生じたい

かなる損害（逸失利益、ビジネスの中断などによる損害を含みますが、これらに限ら

れません。）について、当該損害が当社の故意又は重過失による場合を除き、一切の責
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任を負わないものとします。

４ 当社は、理由の如何を問わず、本ソフトウェア利用者が本ソフトウェアを使用でき

なかったことに起因して本ソフトウェア利用者に生じたいかなる損害（逸失利益、ビ

ジネスの中断などによる損害を含みますが、これらに限られません。）について、一切

の責任を負わないものとします。

５ 利用者は、本ソフトウェアの使用に関して第三者との間で紛争が生じた場合には、

当該紛争を自らの責任と費用で解決するものとします。

（ビデオ会議サービスの内容）

第９条 ビデオ会議サービスは、以下の機能を含むオンラインビデオ会議サービスをいいま

す。

・ 音声および映像によるリアルタイム通信

・ 画面共有および資料共有

・ チャット機能

・ 会議の録画および保存機能

・ ユーザーおよび会議の管理機能

２ 当社は、ビデオ会議サービス利用者への事前通知なく、ビデオ会議サービスの内容

を追加、変更または削除することがあります。

（ビデオ会議サービスの利用条件）

第１０条 ビデオ会議サービス利用者は、法令および本規約を遵守してビデオ会議サービス

を利用するものとします。

２ ビデオ会議サービスの利用に必要な通信機器、ネットワーク環境および端末は、利

用者の責任と費用において準備するものとします。

３ 通信環境や端末の性能により、映像・音声品質が影響を受ける場合があることを、

ビデオ会議サービス利用者はあらかじめ了承するものとします。

（ビデオ会議サービスの有料プランの契約）

第１１条 ビデオ会議サービスの有料プランは、有料プランの利用申込をいただき、当社が

申込受付完了メールを送信した時に、契約成立となります。

（有料プランの利用開始日）

第１２条 ビデオ会議サービスの有料プランの利用開始日は、当社が有料プランを有効化し

た日となります。

（有料プランの利用期間）

第１３条 ビデオ会議サービスの有料プランの利用期間は本ソフトウェア上の記載内容に従

うものとします。
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  ２ 有料プランの利用期間の起算日は、有料プランの利用開始日が月の途中であったと

しても、有料プランの利用開始日が属する月の１日とします。

３ 有料プラン利用者から当社に対し、月間契約の場合には、利用期間満了月の当月末

日までに、年間契約の場合には、利用期間満了月の前月末日までに、契約を終了させ

る旨の申し出がなされない限り、月間契約の場合は１ヶ月間自動更新、年間契約の場

合は１年間自動更新されるものとし、その後も同様とします。

４ 前項の申し出方法は、当社指定の方法に限ります。

５ 第３項の申し出があった場合でも、有料プラン利用者は、利用期間満了日まで、有

料プランを利用することができます。

(有料プランの利用料金及び支払方法)

第１４条 有料プラン利用者は、有料プランの利用の対価として、当社が本ソフトウェア上

に表示する利用料金を、当社が指定する方法により支払うものとします。

２ 有料プランの利用開始日が月の途中であったとしても、月間契約の場合には、当月

の利用料金全額を、年間契約の場合には、当月１日を起算日とした利用料金をお支払

いいただきます。

３ 有料プランの利用終了月については、月の途中で利用を終了した場合であっても、

その月の全額の利用料金が発生します。

  ４ 支払い済みの利用料金は、当社の責めに帰すべき事由がある場合を除き、返金され

ません。

（有料プランの利用料金改定・価格変更）

第１５条 当社は、以下の事由がある場合、有料プランの利用料金を改定（値上げを含みま

す。）することがあります。

・ 運営コスト、インフラ費用または外部サービス費用の増加

・ 機能追加やサービス内容の拡充

・ 法令改正、税制変更その他やむを得ない事情

２ 有料プランの料金改定を行う場合、当社は改定実施日の３０日前までに、ビデオ会

議サービス利用者に対し通知します。

３ 有料プラン利用者が料金改定後も有料プランを継続利用した場合、改定後の料金に

同意したものとみなします。

４ 有料プラン利用者は、料金改定に同意できない場合、改定日までに本サービスを第

１３条第４項と同様の方法により解約することができます。

５ 第２項の通知は、電子メール、本サービス上の管理画面への表示、または当社ウェ

ブサイトへの掲載その他当社が適切と判断する方法により行うものとします。

（会議データ及び情報の取扱い）

第１６条 ビデオ会議サービス利用者は、録画機能等を利用する場合、会議参加者全員から
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必要な同意を自ら取得するものとします。なお、ビデオ会議サービスは、録画機能等

を利用する場合の同意機能及び通知機能を有していません。

２ 当社は、ビデオ会議サービス利用者が録画保存した会議データについて、一切の責

任を負いません。なお、当社は、システム上、会議データの内容を閲覧または利用す

ることができません。

（ビデオ会議サービスの中断・停止）

第１７条 当社は、以下の場合、ビデオ会議サービス利用者への事前の通知なく、ビデオ会

議サービスの全部または一部を中断または停止することがあります。

・ システム保守または障害対応を行う場合

・ 天災、停電、通信障害等の不可抗力による場合

・ その他、当社が本サービスの提供が困難と判断した場合

  ２ 当社は、ビデオ会議サービスの提供に中断又は停止により、ビデオ会議サービス利

用者又は第三者が被ったいかなる損害についても、一切の責任を負いません。ただし、

当社の責めに帰すべき事由がある場合はこの限りではありません。

(ビデオ会議サービスの利用制限)

第１８条 当社は、ビデオ会議サービス利用者が以下のいずれかに該当する場合には、事前

の通知なく、ビデオ会議サービス利用者に対し、ビデオ会議サービスの全部もしくは

一部の利用を制限することができるものとします。

⑴ 本規約等のいずれかの条項に違反した場合

⑵ 登録情報が事実と異なることが判明した場合

⑶ 有料プランの利用料金等の支払債務の不履行があった場合

⑷ 当社からの問い合わせその他の回答を求める連絡に対して３０日間以上応答が

ない場合

⑸ その他、当社がビデオ会議サービスの利用を適当でないと判断した場合

２ 当社は、前項に基づき当社が行った行為によりビデオ会議サービス利用者に損害が

生じた場合であっても、当該損害について一切の責任を負いません。

（ビデオ会議サービスの提供の終了）

第１９条 当社は、当社の裁量により、ビデオ会議サービスの提供を終了させることができ

るものとします。この場合、当社は、１か月前までにビデオ会議サービスが終了する

旨を第１５条第５項に掲げる方法によりビデオ会議サービス利用者に告知するものと

します。

（ビデオ会議サービスの保証の否認及び免責）

第２０条 当社は、本規約において定める目的を除き、ビデオ会議サービスがビデオ会議サ

ービス利用者の目的に適合すること、及び、本サービスに事実上又は法律上の欠陥 (安



6

全性、信頼性、正確性、完全性、有効性又はセキュリティ等の欠陥を含みますが、こ

れらに限りません。) がないことを何ら保証するものではありません。

２ 当社の故意又は重過失によらず、ビデオ会議サービス利用者に損害が発生したとし

ても、当社は、当該損害について一切賠償義務を負わないものとします。

３ 当社は、ビデオ会議サービス利用者がビデオ会議サービスの利用に関連して他のビ

デオ会議サービス利用者又は第三者に対して損害等を与えた場合、その一切の責任を

負わないものとします。 この場合、他のビデオ会議サービス利用者又は第三者に対し

て損害等を与えたビデオ会議サービス利用者は、自己の費用と責任で当該損害等を賠

償し、当社に対し一切迷惑をかけないものとします。

（禁止事項）

第２１条 本ソフトウェア利用者及びビデオ会議サービス利用者は、本ソフトウェアの使用

及びビデオ会議サービスの利用にあたり、以下の行為を行うことはできません。

   ⑴ 当社又は第三者が保有する権利を侵害する行為

   ⑵ 当社又は第三者に不利益もしくは損害を与える行為

   ⑶ 他の利用者又はその他の第三者のプライバシーを侵害する行為

   ⑷ 公序良俗に反する行為

   ⑸ 法令に違反する行為

⑹ 不正アクセス、システムへの過度な負担を与える行為

⑺ 本ソフトウェアの全部又は一部を複製、翻案、改修、改変等する行為

⑻ 本ソフトウェアに対して、リバースエンジニアリング、逆アセンブル、逆コンパ

イル等を加える行為

⑼ 本ソフトウェアを第三者に頒布、譲渡、貸与、送信し、又は本ソフトウェアの使

用を再許諾する行為

⑽ 本ソフトウェアにおける権利表示や商標を削除又は変更する行為

⑾ ビデオ会議サービスを利用した営業妨害、迷惑行為又は違法行為

⑿ その他、当社が不適切又はそのおそれがあると合理的に判断する行為

（本契約の解除等）

第２２条 当社は、以下の事項のいずれかに該当し、又は当社が該当すると判断する場合は、

本ソフトウェア利用者に事前に通知することなく、本契約の一部又は全部を解除する

ことができるものとします。

   ⑴ 本ソフトウェア利用者が本規約に違反した、又は違反するおそれのある利用その

他通常の利用から逸脱した利用が確認された場合

   ⑵ 本ソフトウェア利用者が未成年者等の制限行為能力者であり、親権者など法定代

理人の同意を得ずに本ソフトウェアを使用している場合

   ⑶ 本ソフトウェア利用者が暴力団、暴力団員、暴力団準構成員、暴力団関係者、総

会屋その他の反社会的勢力に属しており、又はこれらのものと密接な関係を有して
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いる場合

   ⑷ 当社が本契約の継続が適当でないと合理的に判断した場合

   ⑸ その他、当社が必要だと合理的に判断した場合

２ 当社は、前項に基づき当社が行った措置に起因して本ソフトウェア利用者又は他の

第三者に生じた損害について一切の責任を負わないものとします。

３ 本契約が終了した場合、本ソフトウェア利用者は本ソフトウェアの使用を直ちに停

止し、本ソフトウェアを直ちに廃棄するか、又は当社に返還するものとします。

４ 当社は、有料プラン利用者が本規約に違反した場合、事前の通知なくビデオ会議サ

ービスの有料プランの契約の解約を行うことができます。

（本規約の変更）

第２３条 当社は本規約を変更することができます。この場合、当社は、本規約を変更する

旨、変更後の規約の内容及び変更の効力の発生時期を、事前に当社が適当と考える手

段により通知するものとします。

  ２ 変更の効力発生後に本ソフトウェア利用者が本ソフトウェアを利用した場合には、

当社は本ソフトウェア利用者が当該変更に同意したとみなします。

  ３ 変更の効力発生後にビデオ会議サービス利用者がビデオ会議サービスを利用した場

合も前項と同様とします。

（権利義務の譲渡禁止）

第２４条 本ソフトウェア利用者は、本ソフトウェアを使用する権利その他の本契約から生

じる権利及び義務を、第三者に譲渡又は移転してはなりません。当社は本契約又は本

契約上の当社の一切の権利もしくは義務を自由に譲渡、移転又は承継することができ

ます。

（分離可能性）

第２５条 本規約のいずれかの条項又はその一部が、法令等により無効又は執行不能と判断

された場合であっても、本規約の残りの規定及び一部が無効又は執行不能と判断され

た条項の残りの部分は、なお完全にその効力を有するものとします。

（準拠法・管轄裁判所）

第２６条 本契約の準拠法は日本法とし、日本国法に従って解釈されるものとします。

  ２ 当社と本ソフトウェア利用者又はビデオ会議サービス利用者との間で生じた本契約

に関する紛争については、名古屋地方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所としま

す。


